
令和２年度 

■国民健康保険特別会計 

歳
入 

歳
出 

21億 
2,349万円 

国民健康保険税 4億4,899万円 
・被保険者一人あたり約7万円 
他に、国・県からの交付金や一般会計から
の繰入金でまかなわれています。 

療養給付費・療養費 12億1,971万円 
・医療費（被保険者）一人あたり約28万円 

20億 
8,748万円 

■後期高齢者医療特別会計 

歳
入 

歳
出 

3億 
2,453万円 

後期高齢者医療保険料 2億3,245万円 
・被保険者一人あたり約7万円 
他に、一般会計からの繰入金でまかなわれ
ています。 

後期高齢者医療広域連合納付金 
 3億50万円 
岐阜県後期高齢者医療広域連合が保険料
の決定や医療の給付などの事務処理を行
っています。 

3億 
1,788万円 

■介護保険特別会計 

歳
入 

歳
出 

19億 
1,793万円 

介護保険料 4億1,383万円 
・被保険者一人あたり約7万円 
他に、国・県からの交付金や一般会計から
の繰入金でまかなわれています。 

介護給付費 16億3,746万円 
・介護サービス利用（保険者負担分） 
他に、介護予防事業などに使うお金として
支出されます。 

18億 
3,567万円 

特 別会計 

基 金と町債 

■財政健全化判断比率 

財 政健全化比率の公表 

一般会計とは切り離して、同じ目的で行う事業をひとまとめに扱う会計です。 
笠松町には次の3つの特別会計があります。 

・財政調整基金 6億1,755万円 
・特定目的基金 6億5,623万円 

 12億7,378万円 

・町民一人あたりに換算すると… 5.8万円 

■基金現在高状況　～町の貯蓄はどのくらい？～ 

・一般会計債 26億8,600万円 
・臨時財政対策債 40億8,859万円 

 67億7,459万円 

・町民一人あたりに換算すると… 30.7万円 

■町債現在高状況　～町の借金はどのくらい？～ 

地方交付税として算定されるべき額の一部をいったん地方
自治体で借りているお金で、返済金額相当分は返済する年
度の地方交付税に上乗せされています。 
※町民一人あたりは、令和3年3月31日現在の人口22,061人で計算
しています。 

臨時財政対策債とは ？ 
財源が不足する場合や災害などの緊急事態に備えて貯め
ておくお金 

財政調整基金とは ？ 

福祉や教育、インフラ整備など特定の目的のために使われ
るお金 

特定目的基金とは ？ 

　地方公共団体の財政の健全性は次の4つの指標で判断されます。それぞれ、「健全段階」「早期健全化段階」
「財政再生段階」の3つの段階に区分され、4つの指標のうち1つでも「早期健全化段階」の基準値以上になった場
合は、法律で定められた計画に沿って財政健全化を図ることとなります。 

①実質赤字比率：一般会計などの赤字の程度を示します。笠松町は黒字のため、該当はありませんでした。 

★ 早期健全化段階 財政再生段階 

0%（笠松町） 15% 20%

■資金不足比率 

　公営企業（笠松町の場合は水道事業・下水道事業が該当）の資金不足額が、事業規模に対してどの程度の割
合かを表わす指標です。笠松町は両事業とも不足額が発生していないため、該当はありませんでした。 

★ 早期健全化段階 

0%（笠松町） 20%

②連結実質赤字比率：一般会計や特別会計、企業会計などすべての会計を合算して、町全体の赤字の程度を示します。 
笠松町は黒字のため、該当はありませんでした。 

★ 早期健全化段階 財政再生段階 

0%（笠松町） 20% 30%

③実質公債費比率：借入金の返済額などの大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示します。笠松町は早期健全化基準を下回ってお
り、前年度と比較すると0.4%減少しています。 

★ 早期健全化段階 財政再生段階 

6.0%（笠松町） 25%0% 35%

④将来負担比率：借入金など、将来支払っていく可能性のある負担の大きさを現時点で指標化し、将来の財政運営を圧迫する可能性の
高さを示します。笠松町は早期健全化基準を大きく下回っており、前年度と比較すると14.0%減少しています。 

★ 早期健全化段階 

67.5%（笠松町） 350%0%

町民一人あたりの収入額 

国庫支出金 
町税 
地方交付税 
県支出金 
地方消費税交付金 
繰越金 
町債 
繰入金 
使用料及び手数料 
その他 
合計 

153,870円 
128,592円 
49,558円 
25,372円 
22,319円 
16,018円 
15,381円 
12,824円 
6,065円 
19,549円 
449,548円 

町民一人あたりの支出額 

総務費 
民生費 
教育費 
衛生費 
公債費 
土木費 
消防費 
諸支出金 
商工費 
その他 
合計 

142,673円 
111,298円 
47,954円 
44,160円 
24,322円 
22,951円 
16,798円 
7,989円 
3,461円 
5,224円 

426,830円 

支出が義務付けられ、
簡単に削減することが
できないお金 

義務的経費 ？ 

■町民一人あたりの収入額・支出額 

■歳出の性質別内訳 

歳出の 
性質別内訳 

（支出） 
94億1,629万円 

補助費等（36.6%） 
34億4,118万円 

物件費（17.5%） 
16億4,931万円 

繰出金（7.9%） 
7億4,211万円 

普通建設事業費（2.9%） 
 2億7,524万円 

その他（3.6%） 3億4,023万円 

扶助費（15.8%） 14億8,923万円 

人件費（10.0%） 9億4,241万円 

公債費（5.7%） 5億3,658万円 

義務的経費 
（31.5%） 

？ 
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